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１  指定管理者制度の趣旨 

・  「 公の施設」の管理運営にかかる指定管理者制度は、平成 15 年６ 月の地方自治法の改正( 平

成 15 年９ 月施行) により 、 多様化する市民ニーズにより 効果的・ 効率的に対応するため、

民間の能力を活用し つつ、 住民サービスの向上と 経費の節減等を図るこ と を目的と し て導

入さ れまし た。  

・  指定管理者制度の導入により 、民間事業者等であっ ても 議会の議決を経るこ と によっ て「 公

の施設」 の管理を行う 指定管理者と なるこ と ができ ます。  

・  本公募に参加する事業者（ 以下「 応募者」 と いう 。 ) は、 指定管理者制度の趣旨を踏まえ、

本要領を熟読し てく ださ い。  

 

２  公募から 選定までの流れと 応募時の注意点 

・  本要領に記載する事項は、 公募対象と なる児童館の指定管理料に係る議会の議決を経て成

立し た上で実施するも のです。  

・  本公募により 選定さ れた事業者については、 神戸市執行機関の附属機関に関する条例に基

づき 設置さ れる神戸市こ ども 家庭局指定管理者選定評価委員会( 以下「 選定評価委員会」 と

いう 。 ) の審議後、 神戸市会の議決を 経て成立し た上で、「 指定管理者」 と し ての地位が確

定し ます。  

・  指定管理者候補者による提案内容が必ずし も すべて実現するも のではなく 、 神戸市が実施

困難又は不要と 判断し た場合は、 こ れを行う こ と ができ ません。 また、 神戸市が提案内容

について実施方法は実施内容等の一部変更が必要と 認めた場合は、 神戸市と 協議の上、 原

則と し てこ れに従わなければなり ません。  

※ 参考「 公募から 議決までの流れ」  

公募 
「 神戸市指定管理者制度運用指針」 、 「 神戸市指定管理者制度運用マ

ニュ アル」 及び本応募要領に基づき 実施 

指定管理者候

補者の選定 

「 神戸市執行機関の附属機関に関する条例」 に基づき 設置さ れる選定

評価委員会が、 募者の中から 施設の設置目的をも っ と も 効果的に達成

できると 認めら れる団体を、 指定管理者候補者と し て選定 

決定 市長が指定管理者候補者を決定 

議決 神戸市会の議決を経て、 指定管理者と し て指定 

 

３  指定期間  

・  令和７ 年４ 月１ 日から 令和 12 年３ 月 31 日まで( ５ 年間) 。 但し 、 神戸市が、 運営実績が良

好と 判断し た場合は、 １ 回に限り 更新（ ５ 年間） を行う 予定です。  

 

４  施設について（ こ こ では、 甲は神戸市、 乙は指定管理者と する。）   

（ １ ） 施設の概要 

「 別表 施設の概要および指定管理料予定額」 のと おり  
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（ ２ ） 開館時間 

施設・ 事業 開館・ 事業実施時間 

児童館 ・ 午前９ 時 30 分から 午後５ 時まで 

放課後児童健全育

成事業( 学童保育)  

・ 平日( 学校休業日以外) ： 小学校の放課後～午後５ 時 

・ 土曜日       ： 午前８ 時～午後５ 時 

・ 学校休業日     ： 午前８ 時～午後５ 時 

・ 延長保育( 上記共通)  ： 午後５ 時～午後７ 時 

※乙において、 上記時間帯以外に事業を実施する場合は、 自主

事業の取扱いと なるため、 事前に甲と 協議するこ と 。  

※土曜日及び学校休業日の開所時間について、 甲が特段の事情

があると 認める場合は、 こ れを変更するこ と ができ る。  

放課後子ど も 総合

プラ ン（ のびのびひ

ろ ば）  

・ 平日( 学校休業日以外)  ： 小学校の放課後～午後４ 時 30 分 

・ 学校休業日( 土曜日除く ) ： 午前９ 時～正午 

※平日の終了時間は、 各小学校の下校時間に合わせ、 学校ごと

に調整し て定めるこ と と する。  

※学校休業日の開始・ 終了時間は学校ごと に調整し て定めるこ

と ができるこ と と する。  

※放課後子供教室の開設日時等の実施内容は、 甲乙協議の上、

変更するこ と ができ る。  

（ ３ ） 休館日 

施設・ 事業 休館日 

児童館・ 学童保育 
・ 日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年

末年始（ 12 月 29 日から １ 月３ 日まで）  

放課後子ども 総合プラ ン（ の

びのびひろ ば）  

・ 土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び年末年始( 12 月 28 日から １ 月４ 日まで)  

（ ４ ） 職員配置と 運営委員会の設置 

下表に掲げると おり 、 各施設において職員を配置し 、 体制を整備するこ と 。  

① 児童館 

名称 基準 

児童館長 

・ 施設の処務を掌理し 、所属職員を指揮監督するほか、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準第38条に規定する「 児童の遊び

を指導する者」 と し ての業務も 併せ行う も のと する。  

・ 神戸市内において乙が運営する施設の長と の兼務を可と する。  

指導員 
・ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第38条に規定する「 児

童の遊びを指導する者」  

放課後 児童支援

員 

・ 放課後児童支援員認定資格研修を受講し 、資格を取得し ている者

をいい、主に、放課後児童健全育成事業において、児童の健全育

成を図るこ と 。  

なお、 放課後児童健全育成事業未実施施設においては、 配置不

要。  

※必要に応じ て上記以外の職員を配置するこ と 。  

※児童の遊びを指導する者を３ 名以上配置し 、 そのう ち最低２ 名は常勤職員と する。  
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※児童の遊びを指導する者のう ち１ 名は子育てチーフ アド バイ ザーと する。 なお、 子

育てチーフ アド バイ ザーは常勤職員と し 、 放課後児童支援員と の兼務はでき ない。

子育てチーフ アド バイ ザーがシフ ト 上、 不在の場合はその他の常勤職員を子育てチ

ーフ アド バイ ザーと するこ と 。  

※児童館長が児童の遊びを 指導する者でない場合は、 児童館長のほかに児童の遊びを

指導する者３ 人を配置する必要がある。  

② 学童保育コ ーナー（ 設置の場合に限る）  

名称 基準 

コ ーナー長 ・ 施設の処務を掌理し 、 所属職員を指揮監督するほか、 放課後児

童健全育成事業において、 児童の健全育成を図るこ と 。  

放課後児童支援員 ・ 放課後児童支援員認定資格研修を受講し 、資格を取得し ている

者をいい、 主に、 放課後児童健全育成事業において、 児童の健

全育成を図るこ と 。  

※必要に応じ て上記以外の職員を配置するこ と 。  

＜放課後児童健全育成事業( 学童保育事業) の実施施設における職員体制について＞ 

・ 登録児童数に応じ て必要な放課後児童支援員を配置するこ と 。放課後児童支援員の数

は、 支援の単位( おおむね 40 人) ごと に２ 名以上ですが、 う ち１ 名は補助員( 放課後児

童支援員を補助する者) に代えるこ と ができます。  

・ 指定管理者は、 公募施設で勤務し ている放課後児童支援員の意向を 確認の上、 原則、

雇用を継続又は引き 継ぎます。  

・ 神戸市は、 障害児の受入れについて、 指定管理料の加算を行いますので、 指定管理者

は、 障害児の利用を制限し ないよう に職員体制を整備し なければなり ません。  

・ 神戸市は、 学童保育登録児童数が神戸市の定める基準を超える場合で、 要件を満たす

場合は、 別途、「 学童保育リ ーダー加算」 を行います。  

（ ５ ） 運営委員会の設置 

① 各児童館には、 児童館の適正な運営と 地域の実情に即し た児童の健全育成を図るため、

地域団体の代表者、 学校の代表者等で構成さ れる運営委員会が設置さ れています。  

② 指定管理者は、 運営委員会の意見を聞いて事業計画を策定し 、 運営するも のと し ます。 

③ 指定管理者は、毎年度当初に事業計画を神戸市及び運営委員会に提出するも のと し ます。 

（ ６ ） 運営支援 

・  神戸市では、 ( 福) 神戸市社会福祉協議会に委託し て、 各区に「 子育てコ ーディ ネータ ー」

を配置し 、 市立児童館の運営に関する相談・ 支援を行う ほか、 児童館職員を対象と する研

修を 実施し ています。 こ れら の支援や研修内容を積極的に取り 入れ、 児童館運営の充実・

発展に努めてく ださ い。  

 

５  指定管理者が行う 業務 

・  指定管理者は、 以下のと おり 、 児童館及び当該児童館を親館と する学童保育コ ーナー（ 原

則と し て放課後児童健全育成事業のみを実施する施設をいう 。以下、本要領において同じ 。)

の管理・ 運営業務を行います。  

（ １ ） 施設、 設備、 備品等の維持及び管理 

（ ２ ） 以下に掲げる児童健全育成事業の実施 

① 児童を対象にし た行事の開催、 児童への日々の遊びの提供・ 指導 
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② 他の児童館及び地域団体、 各区社会福祉協議会と 連携し た取組みの実施 

③ その他、 児童館に来館する児童に対し て、 健全な遊びを与え、 その健康を増進すると と

も に情操を豊かにするなど、 児童の自立に向けた事業の実施 

（ ３ ） 以下に掲げる子育て支援事業の実施 

① 乳幼児向け子育て支援プログラ ム 

ア 職員配置 

指定管理者は、 子育て家庭の親と その子ども ( 主と し て概ね３ 歳未満の児童) の支援

に関し て意欲のある者であっ て、 子育て知識と 経験を有する専任の者( 子育てチーフ

アド バイ ザーを想定) を１ 名以上配置するこ と 。  

イ  業務の詳細 

・ 子育て親子の交流の場の提供と 交流の促進 

・ 子育て等に関する相談、 援助の実施 

・ 地域の子育て関連情報の提供 

・ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施( 月１ 回以上)  

  ② 子育てコ ミ ュ ニティ 育成事業 

児童館施設を地域に開放するこ と を推進し 、児童館施設を活用し た祝日開放や行事を実

施するこ と により 、地域における子育てコ ミ ュ ニティ づく り を図るこ と を目的と し ます。

児童館開放委員会を設置し て、 本事業を実施し てく ださ い。     

③ その他 

子育てサーク ルへの場の提供など、 未就学児と その保護者を主たる対象と し て、子育て

家庭の支援を行っ てく ださ い。   

（ ４ ） 放課後児童健全育成事業（ 学童保育事業）  

以下のと おり 、 児童福祉法、 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（ 平成

26 年 4 月厚生労働省令 63 号）、神戸の放課後児童ク ラ ブ（ 学童保育） の基準等を遵守し 、

業務を行っ てく ださ い。（ 設置の場合に限る）  

① 対象者 

保護者が労働等により 昼間、 家庭にいない小学生１ 年生から ６ 年生までの児童 

② 定員 

設けない 

③ 実施内容 

児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項に定めると おり  

④ 申込受付 

ア 受付時期 

随時。 ただし 、 毎年、 時期を定めて一斉募集を実施。  

イ  受付事務 

受付関係事務（ 応募書類の配付、 受付、 書類審査等） は各児童館において行います。 

なお、 申込受付期間において、 利用料滞納者を別途通知し 、 当該利用者が利用申請に

来館し た場合は、 翌年度の利用が出来ないこ と を伝え、 納付の勧奨などの対応を行う

こ と と し ます。  
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⑤ 利用料及びおやつ代 

ア 利用料 

4, 500 円／月（ 午後５ 時までの利用料） と し 、 神戸市が徴収し ます。  

イ  おやつ代 

神戸市が指定する範囲内（ 月 1, 500 円程度） で実費を指定管理者が徴収し てださ い。

昼食及び軽食を提供する場合においても 、 実費を指定管理者が徴収し てく ださ い。  

⑥ 延長保育（ 希望者がいる場合のみ）  

ア 延長時間 

午後 7 時まで 

イ  利用料 

延長時間 1 時間当たり 1, 500 円／月を神戸市が徴収し ます。  

⑦ 警報発令時の対応 

ア 学童保育開始前に警報発令 

警報が解除さ れるまで閉所 

イ  学童保育中に警報発令 

利用中の児童について引き 続き 保育を継続（ 特別警報発表時や天候状況により 危険と

判断さ れる場合を除く 。 )  

ウ 危険区域内設置施設( 土砂災害警戒区域及び河川浸水想定区域内に所在する施設) に

該当する場合は閉所するこ と  

（ ５ ） 放課後子供教室( のびのびひろ ば) 推進事業（ 横尾児童館のみ）  

① 放課後等に小学校の余裕教室等を 活用し て、 児童の安全・ 安心な居場所づく り を地域

の協力を得ながら 実施するこ と 。  

② 放課後こ ども ひろば 

学童保育と の一体的または連携し た運営を行う 。実施に際し ては、実施内容について事

前に神戸市と 協議するも のと し ます。  

③ 利用料 

無料 

（ ６ ） 児童館施設の地域組織への利用貸し 出し  

① 神戸市立児童福祉施設等に関する条例及び同条例施行規則に規定する児童館の設置趣

旨に反し ない範囲内で、 公共的団体の利用に供するこ と ができ ます。 ( 子育てサーク ル

への貸し 出し など)  

② 児童館の開館時間外( 平日午前 9 時半以前又は午後 5 時以降) 又は休館日については、

児童館の設置趣旨に反し ない範囲で、 公共的団体の利用に供するこ と ができ ます。貸し

出し に関し ては、 必ず職員を配置し てく ださ い。  

③ 利用料の徴収は不可です。但し 、児童館の開館時間外又は休館日に施設を貸し 出す場合

は、 光熱水費や人件費等の実費相当額を徴収するこ と ができ ます。  

※ 神戸市立児童福祉施設等に関する条例第 4 条 

児童厚生施設は、児童福祉法第 40 条に規定する目的を達成するため、児童に健全な遊び

を与えて、 その健康を増進し 、 又は情操を豊かにするために必要な事業を行う 。  

（ ７ ） 子ども 会などの地域組織活動の育成助長 

子ども 会などの地域組織と 連携・ 協力し 、 その育成助長に努めてく ださ い。  
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（ ８ ） ボラ ンティ アの受け入れ・ 育成助長 

積極的にボラ ンティ アの受け入れ・ 養成に努め、 児童館事業への参加促進に努めてく だ

さ い。  

（ ９ ） その他の事業 

以上のほか、児童の健全育成を図るう えで必要と 認めら れる事業について、指定管理者の

創意工夫により 実施し てく ださ い。  

（ 10） 禁止事項 

児童館の設置趣旨に鑑み児童館において営利事業、宗教活動及び政治活動を行う こ と は禁

止し ます。  

 

６  指定管理者が行う こ と ができ ない業務 

・  指定管理者は、 行政財産の目的外使用許可審査請求に対する裁決など、 法令により 地方公

共団体あるいは長に専属的に付与さ れた行政処分の権限に基づく も のは行う こ と ができ ま

せん。  

 

７  指定管理者の行う 行政処分について（ 使用許可等）  

・  指定管理者は条例の規定に基づき 施設の使用許可等の行政処分を行う こ と ができ ますが、

こ の場合「 行政庁」 に該当するこ と から 、 当該処分について行政手続条例等の適用を受け

るため、 指定管理者が行政手続条例に基づいた、 以下のよう な手続き を講じ てく ださ い。  

（ １ ） 申請に対する処分関係 

① 許可等を判断する基準( 条例・ 規則・ 規程を含む) について、 申請窓口に備え付けるなど

公にするこ と 。  

② 標準処理期間を定めるよう 努め、標準処理期間を定めたと きは、審査基準と 同様に申請

窓口に備え付けるこ と 。  

（ ２ ） 不利益処分関係 

① 取り 消し 等の不利益処分を行う と きに必要と さ れる基準( 条例・ 規則・ 規程を含む) につ

いて、 申請窓口に備え付けるなど、 公にし ておく よう 努めるこ と 。  

② 許可の取消( 許可を 受けた者から の許可の取消申し 出等の場合を 除く ) 等の不利益処分

を行う 場合には、 それに先立ち、 処分を受ける者から 事情や意見を聴く 「 聴聞」 ( ※) を

行う こ と ( 事案によっ ては、「 弁明」 と なる場合あり ) 。  

※ 聴聞手続については、指定管理者が行う こ と と なり 、 神戸市職員が主宰者等と し て関

わるこ と はできません。実施にあたっ ては、 神戸市聴聞手続規則等に沿っ て実施する

必要があり ますので、 留意し てく ださ い。  

また、 指定管理者は、 行政事件訴訟法第 11 条第 2 項の規定による取消訴訟の被告と

なる場合があり ます。 なお、 指定管理者が行っ た処分にかかる審査請求については、

地方自治法第 244 条の４ 第１ 項の規定に基づき、地方公共団体の長に対し てするも の

と さ れています。 こ れら に関し て、 行政事件訴訟法第 46 条、 行政不服審査法第 82 条

により 、 行政処分を行う 際に教示が義務付けら れていますので留意し てく ださ い。 具

体的な審査基準等の設定及び意見公募手続き は神戸市が行います。  
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８  運営費（ 指定管理料）  

・  神戸市が交付する運営費については、会計年度( ４ 月～翌３ 月) ごと に、学童保育の登録数、

障害児の受入状況等により 増減するも のと し 、 各施設における指定管理料は、 概ね「 別表

施設の概要および指定管理料予定額」 のと おり です。詳細は「 別添３  指定管理料単価表」

をご確認く ださ い。  

・  加算の対象と なる障害児の認定は神戸市が行います。  

・  保険については、「 別添１  児童館における傷害保険・ 損害賠償保険」 のと おり 加入し てい

ます。 学童保育賠償責任保険は各施設で加入し ていただき ます( 指定管理料に含まれる) 。

必要に応じ て各指定管理者は任意の施設管理上の賠償責任保険に加入し てく ださ い。  

・  指定管理料は、 会計年度( ４ 月～翌３ 月) ごと に支払い、 指定管理者から の請求に基づき 原

則と し て４ 月に交付し ます。  

・  毎年度の管理業務終了後、 収支を精算し 、 運営費に残余が生じ た場合の剰余金の取扱いは

次のと おり と し ます。  

（ １ ）  剰余金は、 繰越金と し て翌年度予算に計上するか、 も し く は児童館の管理運営にかか

る積立金と し て積み立てるこ と と し ます。  

（ ２ ）  剰余金の使途は、児童館運営に関するも の( 児童館の施設・ 設備の改善、児童館職員の給与

改善等) に限り 、 児童館運営に関するも の以外への一切の流用を 禁じ ます。  

（ ３ ）  繰越金・ 積立金の決算については、 毎年度終了後、 指定する様式により 神戸市に報告

すると と も に、 児童館運営委員会において報告するこ と と し ます。  

・  その他、 災害発生時等における対応や社会情勢の変化により 、 費用負担が発生する場合が

あり ます。 こ れら の費用負担の基本的な考え方については、「 別添 2 リ スク 分担」 に記載

のと おり です。  

 

９  備品の取扱いについて 

・  備品と は、 その性質・ 形状を 変えるこ と なく 、 おおむね１ 年を 超えて使用に耐えるも ので

取得価額が３ 万円以上 10 万円未満( 消費税は除く ) のも のをいいます。 ただし 、 公印、 机、

椅子、 什器類、 カ メ ラ ( 使い捨てカ メ ラ を除く ) 、 I Cレコ ーダー、 携帯電話機、 高機能電卓

は取得価額に関係なく 備品と し ます。  

・  指定期間中の備品の追加設置又は追加購入については、 指定管理料で支払っ てく ださ い。  

・  指定管理者は、 備品の管理にあたっ ては、 神戸市物品会計規則等に基づき 、 管理台帳を備

え、適正に管理し なければなり ません。なお、所有権が神戸市に帰属するも のに限り ます。  

・  備品等の所有権の帰属は以下のと おり と し ます。  

備品等の種別 所有権の帰属 

指定期間の開始日時点に施設に設置さ れているも の及び引継ぎを受け

たも の 
神戸市 

指定期間中に神戸市が設置又は購入し たも の 神戸市 

指定管理者が、 指定管理料により 設置又は購入し たも の 神戸市 

指定期間中に指定管理者が指定管理料以外で設置又は購入し たも の 指定管理者 

第三者から 寄付を受けたも の 神戸市 
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10  施設の修繕等にかかる負担区分と 工事実施手順 

・  以下に記載の区分に基づき 修繕等を実施する。 但し 、 負担については、 積立金使用計画の

実施状況を勘案し て決定し ます。また、修繕の区分に疑義がある場合は、その都度、神戸市

と 協議を行う こ と と し ます。  

修繕の区分 
実施・  

費用負担者 
工事実施手順 

次に該当するも の 

・ １ 件 50 万円以下の小額修繕で、 技術者でな

く ても 簡単に指示、 確認でき るも の。  

・ 当該備品または公有財産等の価値または効

用を増加さ せない程度のも の。  

・ 工作物そのも のの位置や形状を 変更し ない

も の。  

・ 維持管理上必要と 認める程度のも の。  

・ その他、費用にかかわり なく 軽微な補修、小

修繕、 改修と 認めら れるも の。  

指定管理者 

・ 指定管理者は、利用者の安全

に配慮の上、実施するこ と 。 

・ 技術的判断を 要するも のに

ついては、 事前に神戸市に

連絡するこ と 。( 神戸市の技

術指導を 遵守し て実施する

こ と 。 )  

・ 利用者の利便性向上、 アメ ニティ ー向上等

を目的と する施設の改善 
指定管理者 

・ 指定管理者は、施工の可否に

ついて、 事前に神戸市へ確

認の上、 承諾を得るこ と 。  

・ その他の修繕( 大規模修繕・ 改修)  神戸市 

・ 指定管理者は、修繕が必要と

認めた場合は、 速やかに神

戸市へ相談するこ と 。  

・ 大規模改修等の計画的な保

全については神戸市が長期

計画に基づき 実施する。  

 

11 管理運営に関するモニタ リ ング 

・  管理運営の適正を期するため、 地方自治法第 244 条の２ 第 10 項の規定に基づき、 指定管理

者は管理運営業務や経理の状況に関し 、 次のと おり 神戸市へ定期に報告・ 書類の提出を行

う も のと し ます。 また、 神戸市は、 適宜、 実地調査を 行い、 必要な場合は指示等を行いま

す。  

（ １ ） 事業報告 

報告書類等 記載・ 報告内容 

事業計画書 

収支計画書 
当該年度の６ 月末までに事業計画書・ 収支計画書を提出するこ と 。  

事業報告書 

一事業年度が終了するごと に施設の管理運営業務について次の事項を 記

載の上、神戸市が指定する期日までに、当該終了年度の事業内容を報告す

るこ と 。  

・ 管理運営の実施状況及び利用状況 

・ 管理に係る経費及び自主事業に係る経費の収支状況 

・ 公募時の提案内容の達成状況 

・ その他、 協定書で定める管理の状況を把握するために必要な事項 

事故報告書 
施設の管理運営業務に関し て事故が発生し た場合は、直ちに神戸市へ報告

を行い( 神戸市の閉庁日を問わない) 、 事故報告書を提出するこ と 。  
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その他の報告 
上記に加えて、神戸市から 施設の管理運営業務に関し て、定期又は必要に

応じ て報告を求めら れた場合はこ れに従う こ と 。  

（ ２ ） 実地調査 

神戸市は、 毎年の事業報告書等に基づき 、 業務内容に改善が必要と 判断し た場合のほか、

管理運営状況の確認のため調査の実施が必要と 判断し た場合は、 適宜、 実地調査を行い、

指定管理者に対し て指示、是正勧告等を行います。 こ の是正勧告等によっ て改善が見ら れ

ない場合は、 指定期間中であっ ても 指定管理者の指定を取り 消す場合があり ます。  

 

12  管理運営に対する評価等 

・  指定管理者による適正な管理運営の確保及び市民サービスの向上のため、 神戸市は毎年度

利用者満足度及び苦情について調査すると と も に、 施設の管理運営に対する評価を行いま

す。  

・  毎年度の評価に際し ては、 選定評価委員会において指定管理者から 提出さ れた事業報告書

等により 、 協定締結内容( 提案内容) が適切に実施さ れたかなどを評価し ます。  

・  指定管理者は、 利用者満足度調査の実施においては、 神戸市の指示に従っ てく ださ い。  

・  利用者満足度調査の結果については、 各施設において次回公募を実施する場合、 指定管理

者候補者の選定の際の選考材料と し 、 加点対象と する場合があり ます。  

 

13 業務を 行う にあたっ ての基本的事項 

（ １ ） 関係法令等の遵守 

児童館事業の運営にあたっ ては、 日本国憲法、 地方自治法、 児童福祉法、 神戸市立児童福

祉施設等に関する条例及び同条例施行規則、神戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例、 神戸の放課後児童ク ラ ブ( 学童保育) の基準、労働基準法や

最低賃金法等労働関係法令、 神戸市行政手続条例、 個人情報の保護に関する法律、 障害を

理由と する差別の解消の推進に関する法律、 神戸市個人情報保護条例、神戸市政の透明化

の推進及び公正な職務執行の確保に関する条例、神戸市情報公開条例、神戸市情報セキュ

リ ティ ポリ シーなどの関係法令等を遵守し てく ださ い。  

また、児童館の設置運営及び放課後児童健全育成事業が厚生労働省の国庫補助事業である

こ と から 、 厚生労働省の通知・ 要綱等に基づき実施し てく ださ い。  

（ ２ ） 個人情報の保護 

① 指定管理者は、神戸市個人情報保護条例に基づき 、業務上知り 得た個人情報を適切に保

護するこ と と し ます。 なお、 指定期間終了後も 同様と し ます。  

② 個人情報を取り 扱う 際あるいは情報処理業務を行う 際には、 別紙 2「 情報セキュ リ ティ

遵守特記事項」を遵守すると と も に、毎年度「 情報セキュ リ ティ 対策の実施状況報告書」

を提出し てく ださ い。  

（ ３ ） 守秘義務 

指定管理者は、 管理運営にかかる業務を行う にあたり 、 業務上知り 得た秘密を第三者に漏

ら し たり 、本業務に使用する目的以外で使用し たり するこ と を禁じ ます。指定期間終了後

も 同様と し ます。  
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（ ４ ） 情報公開 

指定管理者は、 管理運営にかかる業務に関し て保有する情報の公開について、神戸市情報

公開条例の趣旨に則り 、神戸市の指示のも と 必要な措置を講じ なければなら ないも のと し

ます。  

（ ５ ） 再委託の制限 

指定管理者は、 本業務の全部又は大部分を一括し て第三者に再委託し 、又は請け負わせる

こ と はでき ません。 但し 、 あら かじ め神戸市の承認を受けた場合は、 使用料等の徴収業務

を除く 当該業務の一部に限り 、 第三者に再委託するこ と ができ ます。  

（ ６ ） 要望等への対応 

市民から の要望等に対し ては要望者の立場に立ち、誠実かつ丁寧な対応に努めると と も に、

「 神戸市政の透明化の推進及び公正な職務執行の確保に関する条例」第８ 条の「 記録の例外」  

に該当する要望等を除き、 重要な要望等については記録し 、 神戸市に報告・ 協議すると と  

も に、 指定管理者の責任により 対応し てく ださ い。  

（ ７ ） 事業継続が困難になっ た場合の措置 

  ① 神戸市は、指定管理者の責めに帰すべき理由により 、管理運営業務を継続するのが困難

であると 判断し たと きは、 その指定を取り 消すも のと し ます。 こ の場合、神戸市に生じ

た損害は指定管理者が賠償するも のと し ます。  

  ② 不可抗力等、 神戸市、 指定管理者のいずれの責めにも 帰さ ない理由により 、 管理運営業

務を 継続するのが困難である状況が発生し たと き は、 リ スク 分担表に基づき 費用の負

担及び今後の対応について、 双方で協議するも のと し ます。  

  ③ 上記②の協議により 、 管理運営業務を 継続するのが困難であると 神戸市が判断し たと

き は、 その指定を取り 消すも のと し ます。  

（ ８ ） 業務の引継ぎ 

引継ぎにあたっ ては、 次に掲げると おり 、 市民サービスが低下し ないよう 十分な注意を払

う こ と と し ます。  

① 指定期間前であっ ても 、 従前の指定管理者と の間で業務を円滑に引継ぐ よう 努めるこ と 。 

② 指定期間終了又は指定の取消し により 、 次期指定管理者に引継ぐ 場合は、 円滑な引継ぎに協

力すると と も に、 業務引継書を作成し 、 必要なデータ 等も 確実に引継ぐ こ と 。 なお、 本業務

に係る利用者情報及び施設情報、 運営委員会、 事業計画、 収支計画、 各月の歳出費目及び費

用、 予算・ 決算関連等の情報及びデータ の所有権は神戸市が有し ます。 また、 行事の実施状

況の詳細、 職員のシフ ト 表等運営に必要な情報及びデータ については、 神戸市から 要請に基

づき 、 次期指定管理者へ提供するこ と 。  

③ 引継ぎにかかる費用については、 現指定管理者と 次期指定管理者が協議の上、 負担する

こ と 。  

（ ９ ） 安全計画書及び BCPの作成 

   児童福祉法の改正に伴い、令和５ 年度より 児童館を運営するにあたり 安全計画書及び BCP  

を策定するこ と が努力義務と なり 、令和６ 年度から は義務付けら れている。指定管理者候 

補者と し て選定さ れてから 指定管理者と し て運営を開始するまでに神戸市から の指示の 

も と 策定するこ と 。  
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14 応募資格 

・  次に掲げる条件をすべて満たし ている法人格を有する団体と し ます。  

（ １ ） 児童福祉事業の事業実績のある団体であるこ と 。  

共同事業体での申請の場合は代表団体がこ れに該当するこ と 。  

※ 共同事業体を結成する場合は、登録申込書に全ての構成団体を記入し てく ださ い。また、

指定管理者候補者の選定後速やかに、代表者の権限や構成団体間の責任分担等を明記し

た「 共同事業体協定書」 を締結し 、 協定書の写し を神戸市に提出し てく ださ い。 なお、

同一の団体が複数の共同事業体に参加するこ と は認めら れません。  

（ ２ ） 次に掲げる各項目のすべてに該当し ないこ と 。  

① 代表者及び役員に破産者及び禁錮以上の刑に処せら れている者がいる団体 

② 会社更生法( 平成 14 年法律第 154 号) 及び民事再生法( 平成 11 年法律第 225 号) 等による

手続き 中である団体 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律( 平成３ 年法律第 77 号) 第２ 条第６ 号

に規定する暴力団員が役員又は代表者と し ても し く は実質的に経営に関与し ている団体、

その他暴力団又は暴力団員と 社会的に非難さ れるべき 関係を有し ている団体など、 神戸

市契約事務等から の暴力団等の排除に関する要綱( 平成 22 年５ 月市長決定、 以下「 暴力

団排除要綱」 と いう 。 ) 第５ 条各号に該当する団体 

④ 団体、 代表者が国税( 法人税、 所得税、 消費税( 地方消費税を含む) ) 又は神戸市税を滞納

又は未申告である団体 

⑤ 地方自治法施行令( 昭和 22 年政令第 16 号) 第 167 条の４ 第２ 項の規定により 、 神戸市から 一

般競争入札の参加者資格を 取り 消さ れている団体 

⑥ 神戸市指名停止基準要綱に基づく 指名停止を受けている団体 

⑦ 本公募の開始日から 起算し て過去１ 年以内に、 神戸市又は他の地方自治体において指定

管理者の責に帰すべき事由により 、 指定管理者の指定の取り 消し を受けた団体 

※ 応募資格を確認するため、提出いただく 役員等名簿により 、神戸市から 警察等関係機

関に対し 調査・ 照会等を行う 場合があり ます。  

 

15 公募スケジュ ール ※ 多少前後する場合があり ますので、 予めご了承く ださ い。  

応募要領の配布期間 令和６ 年５ 月 30 日( 木) ～令和６ 年７ 月１ 日( 月)  

応募説明会の申込受付期間 
令和６ 年５ 月 30 日( 木) ～令和６ 年６ 月７ 日( 金) 午後５ 時まで 

現地見学会の申込受付期間 

応募説明会( 参加任意)  令和６ 年６ 月 10 日( 月)  13 時 30 分～16 時( 予定)  

現地見学会( 参加任意)  令和６ 年６ 月 11 日( 火) ～14 日（ 金）  

応募に係る質問受付期間  令和６ 年５ 月 30 日( 木) ～令和６ 年６ 月 18 日( 火) 午後 5 時まで 

質問への神戸市回答日 令和６ 年６ 月 25 日( 火) 頃 

応募申請の受付 令和６ 年５ 月 30 日( 木) ～令和６ 年７ 月１ 日( 月) 午後 5 時まで 

事業計画書・ 提案書の受付 
令和６ 年７ 月２ 日( 火) ～令和６ 年７ 月 31 日( 水) 午後 5 時まで 

プ レ ゼン テーショ ン 用資料の提出( 任意) 

プレゼンテーショ ン実施日 令和６ 年９ 月中旬頃※詳細は応募申請者に別途通知 

指定管理者候補者の決定 令和６ 年９ 月中旬頃 
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16 応募説明会・ 現地見学会・ 質問への回答 

（ １ ） 応募要領の配布： 配布期間中に神戸市ホームページにて公開 

（ ２ ） 応募説明会 ※参加は任意です。  

① 対象者 

本公募への応募を検討し ており 、 本要領「 14 応募資格」 を有する者で事前申込を行っ  

た者 

② 開催会場 

神戸市役所 1 号館 7 階神戸市こ ども 家庭局大会議室 

③ 申込方法 

「 説明会申込書」 ( 様式１ ) に必要事項を記入の上、 令和６ 年６ 月７ 日午後 5 時までに、

本要領 21 の問合せ先のメ ールアド レスまでエク セルフ ァ イ ルを送付し てく ださ い。  

④ 注意事項 

出席者は、 １ 団体あたり １ 名まで。  

（ ３ ） 現地見学会 ※参加は任意です。  

① 対象者 

本公募への応募を検討し ており 、 本要領「 14． 応募資格」 を有する者で事前申込を行っ

た者 

② 実施日時 

「 見学会申込書」 ( 様式２ ) のと おり 。 但し 、 見学希望者がいない施設は実施し ません。 

③ 申込方法 

「 見学会申込書」 ( 様式２ ) に必要事項を記入の上、令和６ 年６ 月７ 日午後 5 時までに、

本要領 21 の問合せ先のメ ールアド レスまでエク セルフ ァ イ ルを送付し てく ださ い。  

④ 集合場所 

各児童館及び学童保育コ ーナーの施設前と し ます。  

⑤ 注意事項 

参加者は１ 団体あたり ２ 名までと し ます。  

施設には駐車スペースがあり ませんので、公共交通機関を利用するか、又は、施設近隣

の駐車場を利用するなど、 各参加者でご対応く ださ い。  

施設間の移動は、 自動車での移動を想定し た時間設定と なっ ています。  

（ ４ ） 質問の受付と 回答 

① 質問方法 

「 神戸市立児童館指定管理者応募質問書」 ( 様式３ ) に必要事項を記入の上、 令和６ 年６

月 18 日午後 5 時までに、 本要領 21 の問合せ先のメ ールアド レスまでエク セルフ ァ イ

ルで送付し てく ださ い。 なお、 当方法以外による質問及び期限を過ぎた質問への回答

は行いません。  

② 回答方法 

令和６ 年６ 月 25 日( 火) 頃までに、 全ての質問者に対し て、 電子メ ールで回答し ます。 

なお、 こ の際、 質問者の法人名は記載し ません。 また、 回答内容は、 質問を行わなかっ

た応募者に対し ても 送付し ます。  
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17 応募の申込及び辞退について 

（ １ ） 応募の申込 

応募の申込は次のと おり 行っ てく ださ い。  

① 申込受付期間 

令和６ 年５ 月 30 日( 木) ～令和６ 年７ 月１ 日( 月) 午後 5 時 

② 提出先 

本要領 21 に定める担当部署 

③ 提出方法 

持参又は郵送・ 宅配による。  

※ 持参による場合は、 事前に電話連絡の上、 平日の午前 9 時～正午、 午後 1 時～午後 5

時の間に提出先に持参するこ と 。  

※ 郵送・ 宅配による場合は、送付記録が残る方法により 受付期限までに提出先に必着と

するこ と 。  

④ 提出書類 

次に掲げるア～サを各 1 部提出するこ と 。  

なお、 応募を希望する児童館が２ 以上ある場合でも 1 部提出すれば足り 、児童館ごと の

提出は不要です。 また、 共同事業体による申込の場合は、 すべての構成員についてイ ～

コ の書類の提出が必要です。  

提出書類 備考 

ア 指定申請書 ・ 様式４  

イ  法人登記事項証明書 ・ 提出日から 起算し て 3 か月以内に発行さ れた 

正本 

ウ 代表者印鑑登録証明書 ・ 提出日から 起算し て 3 か月以内に発行さ れた

正本 

エ 法人税、 消費税及び地方消費税、

県税、 市町村税の各納税証明書( 直

近 2 年分)  

・ 滞納がないこ と を 証明する 納税証明書による

こ と 。但し 所在地の市町村に上記様式がない場

合は、各市町村民税の納付を証する証明書様式

による。  

オ 法人等の財務状況に関する書類 
・ 過去 2 年間の貸借対照表、 収支計算書、財務監

査資料 

カ  定款、寄付行為、規約又はこ れに

類する書類 

 

キ 就業規則、 個人情報保護規程  

ク  法人等の設立趣旨、運営方針、事

業内容等の概要がわかるも の 

 

ケ 誓約書 ・ 様式 5 

コ  事業実績等の概要がわかるも の  

サ 共同事業体参加届出書( 共同事

業体による参加申込の場合のみ)  

・ 様式 6 

・ すべての構成員についてｲ) ～ｺ) の書類を提出 

⑤ 注意事項 

受付期限経過後に書類の提出があっ た場合、 提出書類の不足がある場合、 記載事項に

虚偽又は重大な誤り がある 場合は、 応募申込は受け付けず、 本公募への参加ができ ま

せん。  
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応募者は、 指定申請書の提出をも っ て、 本応募要領の記載内容に承諾し たも のと みな 

し ます。 イ ンデッ ク ス貼付の上、 フ ァ イルに綴じ た状態で提出し てく ださ い。  

（ ２ ） 事業計画書・ 提案書等の提出 

次の通り 事業計画書・ 提案書を提出し てく ださ い。  

① 受付期間 

令和６ 年７ 月２ 日( 火) ～令和６ 年７ 月 31 日( 水) 午後 5 時まで 

② 提出先 

本要領 21 に定める担当部署 

③ 提出方法 

持参又は郵送・ 宅配による。 また、 電子メ ールにて pdf データ を送付。  

※ 持参による場合は、 事前に電話連絡の上、 平日の午前 9 時～正午、 午後 1 時～午後 5

時の間に提出先に持参し てく ださ い。  

※ 郵送・ 宅配による場合は、送付記録が残る方法により 受付期限までに提出場所に必着

するよう に送付し てく ださ い。  

※ pdf を電子メ ールにて送付し た際には、 件名を「 ( 事業者名) ( 児童館名) 事業計画書」

と 記載し てく ださ い。  

④ 提出書類 

次に掲げるア～ケまでの書類を１ セッ ト と し て 10 セッ ト 。 Ａ ４ サイ ズ両面印刷で出力

し 、様式番号の順に綴じ て提出するこ と 。また、各書類の１ 枚目の右側にイ ンデッ ク ス

ルシールを貼付し 、 様式番号を縦書き で記入するこ と 。  

なお、 応募を希望する児童館が 2 以上ある場合は児童館ごと に一式を提出し てく ださ  

い。  

提出書類 様式番号 備考 

ア 児童館管理運営事業計画書① 様式７   

イ  児童館管理運営事業計画書② 様式８   

ウ 児童館職員一覧表 様式９   

エ 児童館管理運営事業計画書③ 様式 10  

オ 児童館管理運営事業計画書④ 様式 11  

カ  児童館管理運営の収支予算書 様式 12・ 12-2  

キ その他事業の提案書 

（ 提出は任意）  
 

・ 様式は任意と し ます 

・ 但し Ａ ４ サイ ズ、 片面５ 枚まで 

⑤ 注意事項 

事業計画書及び提案書の提出は、 同一の施設につき 一案のみと し 、 複数案の提出があ 

っ た場合は全て無効と し ます。 また提出済みの書類の差替え、 変更、 追加は認めませ 

ん。  

（ ３ ） プレゼンテーショ ン用資料の提出 

プレゼンテーショ ン実施時に上記( 2) に定める各書類と は別の資料を用意する場合は、 以

下のと おり 提出するこ と 。 資料の上映は、 プレゼンテーショ ン用資料に限り ます。  

① 資料受付期間 

令和６ 年７ 月２ 日( 火) ～令和６ 年７ 月 31 日( 水) 午後 5 時まで 

② 提出先 

本要領 21 に定める担当部署 
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③ 提出資料 

様式は任意と し ます。  

Ａ ４ サイ ズ両面印刷で 15 枚 30 ページ( 表紙と 目次を含む。) までを 10 部提出するこ と 。  

④ フ ァ イ ルの形式 

Mi cr osof t  Powerpoi nt 又は PDF のいずれかと する。  

⑤ 提出方法 

持参又は郵送・ 宅配便による。  

※ 持参による場合は、 事前に電話連絡の上、 平日の午前 9 時～正午、 午後１ 時～午後５

時の間に提出先に持参し てく ださ い。  

※ 郵送・ 宅配便による場合は、送付記録が残る方法により 受付期限までに提出先に必着

するよう に送付し てく ださ い。  

※ データ フ ァ イ ルは電子メ ールで提出し 、 その際は、 件名に「 ( 事業者名) ( 児童館名) 公

募プレゼン資料」 と 記載し てく ださ い。  

⑥ 注意事項 

ｱ)  記載内容は、事業計画書及び提案書等( 以下「 事業計画書等」 と いう 。) に基づき 、

こ れら を補足するも のに限り 、 事業計画書等に記載のない事項に係る提案は追加

と みなし 、 当該事項のある資料は無効と し ます。  

ｲ)  紙資料と データ フ ァ イ ルは同一内容と するこ と 。 同一内容でない資料は無効と し  

ます。  

 ｳ)  資料の提出は一案のみと し 、 複数案の提出があっ た場合は全て無効と し ます。  

 ｴ)  提出済みの書類の差替え、 変更、 追加は認めません。       

（ ４ ） 費用の負担 

応募に関する費用は、 すべて応募者の負担と し ます。  

（ ５ ） 応募者の失格 

応募申請の受付後でも 、応募者が審査・ 選定までの間に次の項目に該当し た場合は失格と

し ます。 共同事業体の場合、 構成する一つの団体が該当し た場合でも 、 同様に失格と なり

ます。  

① 本応募要領に定める応募資格を喪失し た場合 

② 本応募要領に定める手続き を遵守し ない場合 

③ 応募者に虚偽の申請・ 記載があっ た場合 

④ 提案の採否の働きかけを行う など指定管理者の選定に関し て、応募者又はその代理人等

の関係者が神戸市職員、 選定評価委員会の委員と 不正な接触をも っ た場合 

⑤ 本応募要領に定める応募書類が提出期限を過ぎて到着し た場合 

⑥ その他不正な行為があっ た場合 

（ ６ ） 提出書類の取扱い 

① 著作権の帰属 

応募書類の著作権は、 応募者に帰属し ます。 事業計画書及び事業提案書に含まれる特許

権、 意匠権、 その他日本国の法令に基づいて保護さ れる第三者の利権の対象と なっ てい

るも のを使用し た結果生じ た責任については、 応募者が負う も のと し ます。  

上記に関わら ず、 指定管理者の選定の公表等に必要な場合に、 神戸市は、 応募書類の著

作権を無償で使用できるも のと し ます。  
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② 提出書類の公開 

本公募に関し て提出さ れた書類は、神戸市情報公開条例に基づく 情報公開請求があっ た

場合、 同条例第 10 条に該当する場合を除いて、 請求者に対し て開示さ れます。  

③ 提出書類の返却 

提出さ れた書類は、 返却し ません。  

（ ７ ） 神戸市提供資料の取扱い 

神戸市から 提供を受けた資料について、 本要領に基づく 応募以外の目的で使用するこ と  

及び神戸市の事前の承諾を 得ず第三者に開示し たり 使用さ せたり するこ と を 禁止し ます。 

（ ８ ） 応募の辞退 

応募書類提出後の辞退は、 正当な理由がある場合に限り 認めます。 その際には、 速やか 

に辞退届( 様式任意。 但し 、 辞退年月日、 辞退理由、 法人所在地、 法人の名称、 代表者氏 

名を記載し 、 代表者印を押印済みのも の) を提出し てく ださ い。  

 

18 指定管理者候補者の選考 

（ １ ） 選考方法 

選定評価委員会による選考過程を経て、 指定管理者候補者を決定し ます。  

次のと おり 、プレゼンテーショ ンの機会を設けますので、応募者は必ず出席し てく ださ い。 

※ なお、1 児童館に対し 、応募者が複数いない場合は、プレゼンテーショ ンを開催せず、

応募書類のみで審査を行う こ と があり ます。  

① 開催日時 

令和６ 年９ 月中旬頃  

※詳細日程は別途文書で通知し ます。  

② 開催会場 

神戸市役所 1 号館 7 階神戸市こ ども 家庭局大会議室 

（ ２ ） 選考基準 

児童館運営における理念、 事業計画の具体性、 運営体制、 運営費、 児童福祉施設等運営実 

績、 地域と のかかわり 等を総合的に評価し て選考し ます。 詳細な評価項目は、 別紙１ を参 

照し てく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ３ ） 最低基準に達し ていない場合の取扱い 

選定評価委員会の選考の結果、応募団体が指定管理者と し て必要な最低基準を満たし てい

ないと 判断さ れた場合は、指定管理者候補者を選定せず、再度公募を行う 場合があり ます。 

 

選  考  基  準 配   点 

申請者に関する事項 運営実績  ５   ５  

運営・ 事業に関する事

項 

運営方針 １ ６  

 ９ ５  

職員体制 １ ７  

運営体制 ２ ６  

収支計画等  ６  

神戸市内事業者の有無 １ ０  

地域と の関わり 合い ２ ０  

合     計 １ ０ ０  １ ０ ０  
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（ ４ ） 会議の公開 

指定管理者候補者の選定に関する選定評価委員会の会議は、「 神戸市指定管理者選定評価

委員会規則」 に基づき非公開と し ます。  

（ ５ ） 選定結果の公表及び通知 

  ① 公表及び通知の時期 

令和６ 年 9 月中旬頃 

  ② 通知方法 

すべての応募者に文書で選定結果及び採点結果を通知し ます。  

  ③ 公表方法 

神戸市ホームページ及び記者発表資料にて公表し ます。  

  ④ 公表内容 

選定結果、 採点結果、 応募のあっ たすべての団体の名称。  

（ ６ ） 指定管理者候補者の辞退 

指定管理者候補者の選定後、神戸市が指定管理者と し て指定をするまでの間に指定管理者

候補者が辞退し た場合には、 次点者（ 最低基準を満たし ている必要性あり ） が指定管理者

候補者と なり ます。次点者の権利は、市会において指定管理者候補者に対する議案が可決

さ れた時点で喪失するも のと し ます。  

（ ７ ） 異議の申立て 

応募者は、指定管理者候補者の選定後、本応募要領等について不知または不明を理由と し

て、 異議を申し 立てるこ と はできません。  

 

19 選定から 協定締結まで 

（ １ ） 細目協議 

① 指定管理者候補者の選定後、 神戸市と 指定管理者候補者は、 提案内容に基づいて、 指定 

期間中に実施する項目等の確認を行います。神戸市が、実施困難と 判断し た場合は提案内 

容の一部について実施を認めない場合があり ます。 また、 神戸市は必要に応じ て、 提案内 

容の修正を求めるこ と ができ ます。  

② 神戸市が、 細目協議において、 指定管理者候補者の責に帰す事由により 提案内容の実現 

可能性が著し く 低いと 判断し た場合は、指定管理者候補者と の協議を打ち切り 、次点者（ 最 

低基準を満たし ている必要性あり ） と 細目協議を行う こ と と し ます。次点者と の細目協議 

が整っ た場合、 次点者を指定管理者候補者と し ます。  

③ 法令や地域の実情等により 、 指定管理者候補者の提案が必ずし も 実現でき ると は限り ま 

せん。 提案内容が実現し ないこ と から 生じ る一切の費用について神戸市は補償し ません。 

（ ２ ） 指定の手続き 

① 神戸市会において、 指定管理者と し て指定する議案の可決後、 指定管理者と し て指定し  

ます。  

② 指定にあたっ ては、 文書で通知すると と も に、 神戸市立児童福祉施設等に関する条例に 

基づき 告示し ます。なお、議会の議決が得ら れなかっ た場合又は議案が否決さ れた場合に   

おいて、 神戸市は指定管理者候補者が本公募において負担し た一切の費用について補償 

し ません。  
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③ 神戸市会における議決前に、 本要領に定める応募者の失格の事由に該当する等指定管理 

者と し て指定するこ と が不適当と 認める事情が生じ たと きは、指定管理者候補者と し ての 

資格を取り 消し ます。 なお、 こ の場合、 神戸市は指定管理者候補者が本公募において負担 

し た一切の費用について補償し ません。  

（ ３ ） 協定の締結 

指定管理者と し て指定後、神戸市と 指定管理者は、業務を実施する上で必要と なる詳細事

項について協議を行っ たう えで指定管理協定を締結し ます。  

 

20 指定の取り 消し 等 

（ １ ） 神戸市は、 次に掲げる項目のいずれかに該当する場合は、 その指定を取消し 又は期間を定

めて指定管理業務の全部若し く は一部の停止を命ずるこ と ができ ます。 なお、 指定の取消

し 及び停止により 指定管理業務を行わなかっ た分の指定管理料については減額し ます。  

① 指定管理者が、 神戸市の指示又は監督に従わない場合 

② 指定管理者が、指定管理業務に関わっ ている労働者に対する賃金の支払について、最低

賃金法第５ 条第１ 項に違反し たと し て検察官に送致さ れたと き 

③ 暴力団関係事業者であるこ と が判明し たと き 

④ その他管理業務を継続するこ と が適当でないと 神戸市が認めると き 

（ ２ ）指定管理者に雇用さ れ、指定管理業務に関わっ ている労働者に対する賃金の支払について、

最低賃金法第５ 条第１ 項に違反し たと し て検察官に送致さ れたこ と 、 又は暴力団関係事

業者であるこ と を 理由と し て指定の取り 消し を 行う 場合、 本市は提案上の令和７ 年度指

定管理料の 10 分の１ に相当する額を違約金と し て指定管理者に請求するも のと し ます。  

（ ３ ） 神戸市が、指定の取消し 又は期間を定めて指定管理業務の全部も し く は一部の停止を命じ

た場合において、指定管理者に発生し た損害については、神戸市は一切の賠償又は補償の

責を負いません。  

（ ４ ） 指定期間の途中で、 指定の取消し があっ た場合の指定管理料の計算は、 当該年度の指定管

理料を 365 日( ただし 、閏年においては 366 日) で除し た額に、４ 月１ 日から 指定管理者が

指定を取り 消さ れた日までの日数を乗じ て得た額と する。  

（ ５ ） 指定管理者が指定を取り 消さ れた日において、当該年度に神戸市が既に指定管理者に支払

っ た指定管理料の総額が、上記( 4) により 算定し た金額を上回っ た場合は、指定管理者は、

当該超過額を神戸市の請求に基づき 、 直ちに支払わなければなら ない。  

 

21 問い合わせ・ 提出先 

 担当部署 ： 神戸市こ ども 家庭局こ ども 青少年課 

  所在地  ： 〒650-8570 

神戸市中央区加納町 6 丁目 5 番 1 号神戸市役所 1 号館７ 階 

  電話番号 ： ０ ７ ８ －３ ２ ２ －５ ２ １ ０  

 電子メ ール： kk-j i dokan@of f i ce. ci t y. kobe. l g. j p 

 担当者  ： 岡本・ 松浦  

 

 

  

mailto:kk-jidokan@office.city.kobe.lg.jp
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別表 施設の概要および指定管理料予定額 

※１  指定管理料については、 令和６ 年５ 月 1 日時点の学童保育登録児童数、 障がい児登録 0

名で概算し ています。  

※２  職員配置数は平日における指定管理料上の配置数と し 、障害児受入加算による加配職員

は含んでいません。  

※３  学童保育事業については、利用者の増加に伴い、指定期間中であっ ても 既存施設に加え

て新たに学童保育コ ーナーを増設する場合があり ます。  

 

１  北区 

（ １ ） 有野児童館（ 及び有野コ ーナー）  

施設の所在地 
有野児童館 ： 北区有野中町２ -20-19 

有野コ ーナー：  

学童保育登録数 
有野児童館 ： 78 名 

有野コ ーナー： 37 名 

指定管理料 
38, 900 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 43, 000 千円 

職員配置数 
有野児童館 ： ７ 名 

有野コ ーナー： ２ 名 

（ ２ ） から と 児童館 

施設の所在地 北区唐櫃台２ -38-１  

学童保育登録数 54 名 

指定管理料 
25, 000 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 18, 000 千円 

職員配置数 ３ 名 

（ ３ ） 北五葉児童館（ 及び北五葉コ ーナー）  

施設の所在地 
北五葉児童館 ： 北区北五葉１ -７ -24 

北五葉コ ーナー： 北区北五葉３ -７ -１  北五葉小学校内 

学童保育登録数 
北五葉児童館 ： 50名 

北五葉コ ーナー： 30 名 

指定管理料 
36, 400 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 40, 000 千円 

職員配置数 
北五葉児童館 ： ７ 名 

北五葉コ ーナー： ２ 名 

（ ４ ） ひよどり 台児童館 

施設の所在地 北区ひよどり 台２ -１ -１  

学童保育登録数 76 名 

指定管理料 
25, 300 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 31, 000 千円 

職員配置数 ７ 名 
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２  須磨区 

（ １ ） 板宿児童館 

施設の所在地 須磨区板宿町１ -４ -９  

学童保育登録数 71 名 

指定管理料 
26, 000 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 28, 000 千円 

職員配置数 ７ 名 

（ ２ ） 落合児童館（ 及び南落合コ ーナー・ 東落合コ ーナー）  

施設の所在地 

落合児童館  ： 須磨区中落合１ -１ -25 

南落合コ ーナー： 須磨区南落合３ -11-１  南落合小学校内 

東落合コ ーナー： 須磨区東落合２ -18-１  東落合小学校内 

学童保育登録数 

落合児童館  ：  63名 

南落合コ ーナー： 109名 

東落合コ ーナー：  75名 

指定管理料 
48, 300 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 66, 000 千円 

職員配置数 

落合児童館  ： ７ 名 

南落合コ ーナー： ６ 名 

東落合コ ーナー： ４ 名 

（ ３ ） 高倉台児童館 

施設の所在地 須磨区高倉台１ -２ -１  

学童保育登録数 55 名 

指定管理料 
27, 200 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 25, 000 千円 

職員配置数 ８ 名 

（ ４ ） 東須磨児童館 

施設の所在地 須磨区若木町３ -５ -９  

学童保育登録数 117 名 

指定管理料 
26, 900 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 35, 000 千円 

職員配置数 ９ 名 

（ ５ ） 妙法寺児童館 

施設の所在地 須磨区妙法寺字毘沙門山１  

学童保育登録数 174 名 

指定管理料 
26, 900 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 44, 000 千円 

職員配置数 13 名 
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（ ６ ） 横尾児童館（ 及び横尾コ ーナー・ 放課後子供教室）  

施設の所在地 
横尾児童館 ： 須磨区横尾１ -11-２  

横尾コ ーナー： 須磨区横尾５ -３  横尾小学校内 

学童保育登録数 
横尾児童館 ： 84名 

横尾コ ーナー： 79名 

指定管理料 
45, 000 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 57, 000 千円 

職員配置数 
横尾児童館 ： ９ 名 

横尾コ ーナー： ４ 名 

（ ７ ） 若草児童館 

施設の所在地 須磨区若草町３ -14-９  

学童保育登録数 55 名 

指定管理料 
25, 800 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 25, 000 千円 

職員配置数 ７ 名 

 

３  長田区 

（ １ ） 池田児童館（ 及び長田コ ーナー）  

施設の所在地 
池田児童館 ： 長田区池田広町41-10 

長田コ ーナー： 長田区西山町２ -４ -１  

学童保育登録数 
池田児童館 ： 68 名 

長田コ ーナー： 47 名 

指定管理料 
38, 900 千円 

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 50, 000 千円 

職員配置数 
池田児童館 ： ７ 名 

長田コ ーナー： ４ 名 

（ ２ ） 長田児童館（ 及び御蔵コ ーナー）  

施設の所在地 
長田児童館 ： 長田区四番町４ ‐ 54 

御蔵コ ーナー： 長田区一番町４ -１  御蔵小学校内 

学童保育登録数 
長田児童館 ： 33 名 

御蔵コ ーナー： 46 名 

指定管理料 
36, 600 千円  

（ 参考） 令和６ 年度当初指定管理料  約 40, 000 千円 

職員配置数 
長田児童館 ： ５ 名 

御蔵コ ーナー： ４ 名 
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別添１  児童館における傷害保険・ 損害賠償保険 

○神戸市が保険料を 負担し ているも の 

保 険 等 対象者等 保険の内容 

市民総合賠償補償保険 

【 全国市長会】  

施設の設置管理瑕疵に起因する

損害を 賠償。  

○身体賠償 

2, 000 万円( １ 名につき )  

2 億円( １ 事故)  

○財物賠償 

1, 000 万円( １ 事故)  

スポーツ 安全保険 

【 公益財団法人スポーツ安全協会】  

学童保育登録児童のみが対象  

※児童館の管理下のほか、 児童館

への往復途上( 児童館の管理下

で はない時) に傷害を 負っ た場

合を 含む。  

○死亡 2, 000 万円 

○通院 日額 1, 500 円 

○入院 日額 ５ , 000 円 

○後遺障害 3, 000 万円以内 

○突然死葬祭費 180 万円以内 

○賠償責任保険 5 億円以内 

普通傷害保険( 行事参加者の傷害

危険担保特約付帯)  

【 Chubb 損害保険株式会社】  

行事参加者全員( 来館者名簿に名

前のある 児童( 0 ～18 歳) )  

( 一般来館・ 親子館事業が対象)  

※学童保育登録児童は対象外。  

※児童館の管理下にある 館外の

行事も 対象。 ( 除外規定あり )  

※児童館への往復途上も 対象。  

○死亡 80 万円 

○通院 日額  800 円 

○入院 日額 1, 200 円 

○後遺障害見舞金 80 万円以内 

ボラ ンティ ア活動保険 

【 Chubb 損害保険株式会社】  

各児童館の名簿等で 確認で き る

ボラ ン ティ ア活動従事者 

※活動日数が 1 日でも 対象。  

※児童館の管理下にある 館外の

行事も 対象。 ( 除外規定あり )  

※児童館への往復途上は対象外。  

※普通傷害保険の対象と な る 児

童は対象外と する。  

( 賠償責任保険)  

○対人・ 対物共通 

100 万円( 1 事故) 免責 1, 000 円 

( 傷害保険)  

○死亡 80 万円 

○通院 日額  800 円 

○入院 日額 1, 200 円 

○後遺障害見舞金 80 万円以内 

※傷害保険に熱中症危険担保特約

を 付帯 

学童保育賠償責任保険 

【 ( 社) 全国私立保育園連盟】  

 

※加入は各指定管理者。  

保険料は市が負担。  

( 指定管理料に加算)  

学童保育施設に管理責任がある

こ と によ っ て 生じ た事故に基づ

く 損害賠償を 補償。  

( 学童保育を 実施し て い る 児童

館・ 学童保育ｺ ﾅーー が対象)  

( 施設賠償・ 生産物賠償責任保険)  

○対人 1 億円( 1 名につき )  

５ 億円( 1 事故)  

○対物 500 万円( 1 事故)  

○免責 

1 事故につき 10, 000 円 

( 対人・ 対物と も )  

※事故発生時は、「 事故受付表」 等を 「 各保険会社」 までご提出く ださ い。  

※治療が完了し たと き は、 保険金請求書を 「 各保険会社」 までご提出く ださ い。  
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別添 2 リ スク 分担 

項目 
リ スク 分担 

市 指定管理者 

法令等の変更 

 指定管理者制度や施設の管理運営に影響を 及ぼす法令等の変更 協議による 

 上記以外の法令等の変更  ○ 

税制度の変更（ 指定管理料にかかる 消費税を 除く ）   ○ 

物価・ 金利の変動  ○ 

需要の変動 

 利用料金施設及びイ ン センティ ブ（ リ スク ） 設定を し た使用料施設  ○ 

 上記以外の施設 ○  

事故発生（ 情報漏えい等を 含む）  

 指定管理者の責めに帰すべき 事由による も の  ○ 

 施設・ 設備の設置に関する瑕疵によ るも の ○  

 上記以外の理由による も の 協議による 

施設・ 設備の損傷 

 指定管理者の故意・ 過失によ る も の  ○ 

 施設・ 設備の設計・ 構造上の原因による も の ○  

 上記以外の理由による も の 協議による 

備品の損傷  ○ 

周辺地域・ 住民・ 利用者への対応 

 施設の設置に関する訴訟・ 苦情・ 要望・ 住民反対運動等の対応 ○  

 
指定管理者が行う 業務及び自主事業に起因する 訴訟・ 苦情・ 要望・ 住民

反対運動等の対応 
 ○ 

 上記以外のも のに関する 訴訟・ 苦情・ 要望・ 住民反対運動等の対応 協議による 

第三者への賠償（ 国家賠償法に基づく 求償権を 市が指定管理者に行使する場合を 含む）  

 指定管理者と し ての業務及び自主事業によ り 損害を 与えた場合  ○ 

 施設・ 設備の設置に関する瑕疵によ り 損害を 与えた場合 ○  

 上記以外の理由で損害を 与えた場合 協議による 

事業の中止、 変更、 延期 

 指定管理者の責めに帰すべき 事由による も の  ○ 

 市の責めに帰すべき 事由によ る も の ○  

上記に定める も ののほか不可抗力（ 暴風、 豪雨、 洪水、 地震、 落盤、 火災、 テロ、 争乱、 暴動その他の

市又は指定管理者のいずれの責めにも 帰するこ と のでき ない自然的又は人為的な現象） によるリ スク  

 事故発生時の初期対応  ○ 

 
施設・ 設備・ 物品の復旧費用 

（ ただし 、 市の所有する も のに限る ）  
○  

 
施設・ 設備・ 物品の復旧費用 

（ ただし 、 指定管理者の所有するも のに限る）  
 ○ 

 事業の中止、 変更、 延期等に伴う 費用  ○ 

業務の引き 継ぎに関する 費用（ 引き 継ぎを 受ける 場合及び次期指定管理者に

引き 継ぐ 場合と も ）  
 ○ 
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別添 3 指定管理料単価表 

 

 

賠償保険

人数区分 年額

1～10 6,500

11～50 8,290

児童館 コ ーナー コ ーナー余裕教室 51～100 9,220

年額 年額 年額 101～200 10,500

1,114,530 1,013,500 601,120 201～300 11,070

5,044,000 7,055,000 左記同額

1～19 120,000 120,000 左記同額

20～40 1,195,000 2,019,000 左記同額

41～60 2,981,000 3,916,000 左記同額

61～80 4,740,000 5,669,000 左記同額

81～100 6,047,000 7,023,000 左記同額

101～120 7,312,000 8,392,000 左記同額

121～140 10,105,000 11,240,000 左記同額

141～160 10,437,000 11,624,000 左記同額

161～180 13,897,000 14,992,000 左記同額

181～200 14,624,000 16,027,000 左記同額

201～220 18,224,000 19,690,000 左記同額

221～240 18,452,000 19,914,000 左記同額

241～260 21,059,000 22,129,000 左記同額

261～280 22,209,000 22,824,000 左記同額

281～300 25,658,000 26,936,000 左記同額

常勤職員加算 全施設 1,678,000 1,678,000 左記同額

9名以下 225,000 225,000 左記同額

10～19名 325,000 325,000 左記同額

20名以上 425,000 425,000 左記同額

障害児1～2名 2,009,000 左記同額 左記同額

障害児3~ 5名 4,009,000 左記同額 左記同額

障害児6~ 8名 6,009,000 左記同額 左記同額

障害児9名以上 8,009,000 左記同額 左記同額

要配慮児加算 1,005,000 左記同額 左記同額

代休日加算 8日以上 47,000 左記同額 左記同額

複数個所加算 945,000 左記同額 左記同額

区分１ 131,000 左記同額 左記同額

区分２ 263,000 左記同額 左記同額

区分３ 394,000 左記同額 左記同額

1～50 521,000 左記同額 左記同額

50～100 1,042,000 左記同額 左記同額

101～ 1,563,000 左記同額 左記同額

処遇改善加算 別途通知 別途通知 別途通知

大規模過密対策費 実費 実費 実費

コ ーナー開設準備金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

児童館の特性を生かし たプログラ ム実

施にかかるイ ンセンテイ ブ

性被害防止対策に係る設備

100,000

300,000

100,000

学

童

児童館運営基本額

項目

送迎支援加算

令和6年度

障害児加算

キャ リ アアッ プ

処遇改善加算

基本運営費

基本人件費

人数による加算

夏休み限定受入加算

児

童

館

項目

令和6年度

15,951,081

子育てコ ミ ュ ニティ


